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東アジア地域内貿易の動向 
- 政策的含意を中心に-
佐々波 楊子
最近の束アジア地域内貿易の顕著な変化は,域内最大の輸出相手国と
して日本に代わって中国が台頭したことである.このような変化は,多
国籍企業の地域内生産 ･加工パターンが中国にシフトしたことを反映し
ている.中国は NIEsからの部品輸入を国内の豊富な労働力で租み立
て ･加工を行い先進国に完成品として輸出している.その結果,中国の
貿易収支は対 NIEsは大幅な赤字であり,対アメリカは黒字幅を拡大し
ている.
中国はすでに 2003年の輸出と輸入の合計額と海外直接投資の流入額
が対 GDP比で,それぞれ 56%と35%を占める -開かれた国"である.
従って,最近の対米貿易摩擦についても,今後の展開を左右する主要な
プレーヤーは多国籍企業で,具体的に繊維 ･衣料分野を例を挙げれば, 
Dinyや SrLeeなどである.se aa
1.はじめに
本稿ではまず 1985年以降拡大を続けた束アジア地域内貿易 1)の推移を概
観する.次いで 1997年のアジア通貨危機による一時的な停滞を脱するにあ
たり主導的な役割を果たした中国の台頭が,地域内貿易に与えた影響につい
て考える.その上で今後の束アジア地域の通貨 ･通商に関わる様々な政策課
題を指摘する. 
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2.東アジア地域内貿易の伸長と構造変化 
2.
1 束アジア地域内貿易の推移 
195年以降の東アジア域内貿易 itaeinlrd)の総輸出に占める8 (nrィgoatae

シェア-は,1985年の 29%から 1995年の 41%へと拡大した･しかし1998

年になると域内貿易のシェア-は,アジア通貨危横と日本経済の減速などの

影響を受けて 34%へと低下する.その後ようやく2002年の域内貿易のシェ

ァ-は 39%まで回復するが,今後の推移についてはさまざまな予測が行わ

図表- 1 東アジア地域内貿易のシェア-(1985年-2002年)
 
(%1
 
1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993
 
ASEAN域内 4.3 3.6 3.8 3.6 4.1 4.0 4.1 4.4 4･3
 
NIEs城内 8.8 8.5 9.2 ll.0 1l.8 12.3 13.2 14.1 1511
 
ASEAN十NIEs域内 7.3 7.1 7.8 9.0 9.7 9.9 10･4 11･1 11･5
 
アジア 9域内 15.2 15.6 17.0 19.1 20.1 21.2 23.3 2417 24･9
 
アジア 9+日本域内 28.9 27.0 29.0 31.6 32.8 33.4 35.3 35･8 3714
 
アジア輸出/世界輸出 18 .9 1.9 0.4 1 2. 2 .4 2 23.2 5･8
9 2 2.1 1 2 0 2.3 2

アジア域内輸出 /世界輸出 5.5 5.4 5.9 67 6 6･8 7･9 8･3 9･6
. .9

1994 9 19 19 1 2002 2002
1995 196 9 7 98 999 001
 
ASEAN域内 4 .9 6.3 5.9 6.0 5.5 5.7 5.9 6.6 7･6
 
NIEs域内 16.1 16.9 16.3 15.8 13.8 14. 1418 13･8 14･8
 
ASEAN+NIEs域内 12.2 13.2 12.5 12.2 1 0. 7 10.9
0
ll.4 11･0 12･2
 
アジア 9域内 2 5 .4 25.6 25.1 25.0 23.4 23.6 24.6 24･8 27･8
 
アジア9十日本域内 3 8 .吊 40.6 40.1 38.5 34.0 35.2 37.4 37･1 39･0
 
アジア輸出 ′世界輸出 25.7 25.4 24.7 24.9 24.2 24.9 26.2 25.3 26･2
 
アジア域内輸出 /世界輸出 10.0 10.3 9.9 9.6 8.2 8･8 9･8 9･4 10･2
 
(注 1) 地域内貿易のシェア-は各国の給輸入額にしめる地域内の各貿易相手国からの輸
入合計額の比率
催 2) 本稿のアジ79は mEs(香港 ･台軒 韓匡ト シンガポール)IASEANは(インド
ネシア･マレーシア .フィリピン･タイ),中庄]を含む
催 3) 本箱のように東アジアの輸出額を貿易相手国の輸入額から集計する場令,香港の
中国からの輸入の多くの部分が香港からただちに再輸出されるため,貿易額が過
大に評価される問題がある.本稿では,1993年から 2002年の香港の中国からの
輸入額のうち 35%が再輸出きれずに国内に保留きれたと推計し･香港の中国か
らの輸入額の 35%を実質の輸入額として集計値をもとめた･
出所 参考資料 1.Tablel. 
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れている.
図表1 1からは 1985年から2002年まで問に世界貿易に占める束アジア
の国々のシェア-が大きく増したことがわかる･掛 こ1985年から 1995年
の間に ASEAN,NIEs,中国,日本のすべてで域内貿易増加率は世界貿易増
加率を上回り,世界貿易に占める東アジア域内貿易のシェア-は 28.9%か
ら40･6%へと上昇 した･このような高い域内輸出の増加には ｢束アジアの
奇跡｣2)が指摘するように,マクロ経済の安定性,金融部門による国内貯蓄
の吸収 海外からの投資に対する開放性などが貢献した. 
1996年に入ると多くの ASEANや NIEsの国々で,輸出主導による成長を
促進してきた実質的なドル ･ペッグ制によるアジア通貨の安定性という利点
が,折から各国で行なわれた金融自由化政策のもとではむしろ短期的な投機
資金の流人を招 く一因となった･ 1997年になると,インドネシアのルピア
やタイのバーツなどのアジア通貨の急落がはじまり,これまでの資本流人は
図表- 2･東アジア域内輸出先 (10億 USドル日 1985年-2002年)
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流出に転じた.この際に東アジアの成長の一翼を担ってきた国内の銀行部門
は,その脆弱性を富里した.1998年からの東アジアの国々は,これまでの
高成長から一転して深刻な不況に見舞われた.いわゆる ｢アジア通貨危機｣
を乗り越えて本格的な国内景気が回復するまでにほほほ 2年を要した3㌧
アジア通貨危機後の東アジア域内貿易は,ようやく2002年に対世界貿易
の 39%を占めるまでに回復した.その間に域内貿易では,1998年から中国
が口本に代わり最大の地域内輸出相手国になるという大きな構造変化がおき
た.図表- 2によると,2002年に最大の域内輸出相手国であった中国の
シェア-は 22/である.これに対し,18 20O0O 95年にシェア- 6/を占める最大
の域内輸出相手国あった日本の同年のシェア-は 17%にすぎない. 
2. 束アジア地域内貿易と直接投資2

このようなアジア通貨危摸後におきた域内貿易の構造変化は,図表-3に示

されるような, 1996年から2002年までの直接投資年平均流入額が NIEs向

けは 294億 ドル,ASEAN向けは 173億 ドルであったの対 し,中国向けは

図表- 3.東アジアへの直接投資流入額 (10億 USドル)(1985年-2002年) 
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854億 ドルに達するという受け入れ国の変化を反映したものであった.つま
り日本企業をはじめとする多国籍企業の,東アジア地域内での生産 ･加工パ
ターンに中国シフトという変化が生じたのである. 
1995年からの中国は,図表- 4から明らかなようにアジア域内貿易の最
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変動が同じような動きを示す事からも明らかである･つまりアジアの域内貿
易によって生産された製品は域外の先進諸国･すなわちアメリカ,EU,日
本の需要を満たしているのである･
図表-5.東アジア (注1)の地域別抽出増加率 (江 2)
大の輸出相手国であると同時に対 NIE
つまり輸出を上回る輸入相手国である.また ASE
らの貿易収支はマイナスに転じ.赤字幅は拡大の傾向にある.この間,対ア
メリカの 2002年の貿易収支の黒字幅は 800億 ドルを超えるようになる.
中国の NIEsに対する大幅な貿易赤字とアメ1)カに対する貿易黒字の拡大
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図表-4.中国の主要貿易相手国との貿易収支 
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は,韓国と台湾からの部品輸入を豊富な国内労働力を活用して加工 ･組み立
てを行ない,先進国市場に完成品として輸出する多国籍企業の国境を越えて
展開する生産活動の結果でもある.特にこのような分業パターンが 1999年
以降に顕著になったことは,図表-5の日本を除くアジア 8ヶ国の域内輸出
額の移動平均が対アメリカ,対 EU,対日本の先進国向け輸出の移動平均の
ig
IE3.
1中国への輸出増加の経済成長への寄与一 目本･N sとA
1985年以降の中国の WTO加盟を視野に入れた経済改革 ･開放政策の本
格化は,近隣諸国の中国への輸出増加に大きな影響を与えた･既に輸出主導
による開発経験をもつ東アジアの国々は･中国の経済成長に必要な工業製品
の生産を拡大した.1985年から2002年の間に東アジア諸国の対中国輸出額
は,稔輸出額の二倍を超える高い伸び率を示し,総輸出に占めるシェア-は
SEANの
sから香港をのぞいた.IE
場合6.
re出所
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1985年の 6%から2002年には 12%へ と倍増 した.とくに地理的な優位性
のほか,需要構造にも共通性がある MEsの対中国輔出額は 1986年か ら 
841990年までの間,年率 3.%で増加した｡更に 1991年から 1995年の間は,
年率 530.%へと加速した.
この期間の輸出増加の主役を担ったのは商品別では工業製品であり,地域
別では域内貿易であった.域内貿易の拡大を商品別にみると,工業製品のな
かでは "輸送用及び一般樺械"が最も高い輸出増加率を示し.アジアの工業
製品輸出に占める "輸送用及び一般機械"のシェア-は 26%から50%へと
増加した.国別に見るとアジアのなかで "輸送用及び一般機械■'の最大の輸
出国は日本で,地域輸出の 4分の 1を占めた,一方最大の輸入国は中国で,
地域輸入の 5分の 1を占めた.その他の商品では "電気 ･電子部品"の 域
内輸出が急速な伸びをしめした.1990年代を通じて,これらの中間財であ
る部品を加工する中国の輸入が著しく増加 し,1997年には同国の総輸入に
占める中間財のシェア-は 50%に達した4).
まさに前節で述べた ｢東アジアの奇跡｣とよばれる 1980年代後半からほ
ぼ 10年にわたる輸出主導による東アジアの高度成長は,域内各国が分担し
て生産 ･加=を行なう域内貿易の拡大によって加速したDその折に,東アジ
ア域内の国々の対中国輸出は主導的な役割をはたした.
アジア通貨危機によって国内需要が停滞した折にも村中輸出の持続的な拡
大は,NIEsとASEAN諸国の景気回復の原動力となった.2001年以降につ
いても,中国への 20%を超える高い輸出増加が,日本を含むアジア各国の
経済成長を主導した.図表-6によると2001年から2003年の村中輸出増
加率は,日本が 249 E が 2.%,ASA 57/.%,NIs 53 ENが 2.0Oといずれもアジア
危機以前と変わらない高い伸び率を示している.しかもアジア危機をはさむ
期間の村中輸出の稔輸出に占めるシェアーの拡大によって,アジア危横後の
ほうが域内の国々の村中輸出増加の総輸出への貢献度,ひいては経済成長へ
の貢献度が増している.特に中国への中間財輸出に依存する台湾や韓国の村
中輸出増加の経済成長への貢献度については,アジア危機以前よりも以後の
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図表16 東アジア諸国の対申輸出伸長の輸出総額の増加と経済成長率への
貢献
日本 -12.3 -0.6 -0.l 
)86-1990NIEs 38.4 0.5 .
ASEAN 25.9 0.5 .020日本 29.8 0.9 1 
991-1995NIEs 53.0 2.0 0.8 
ASEAN 256 06 0.2
7.5 0.4 0.0日本 
996--2000NⅠEs 13.8 1.2 0.6 
ASEAN ll.9 0.3 0.2 
24.9 2.2 0.2
001-2003NⅠEs 25.3 3.5 1.7
出所 参考資料 2.Tbeal2
方がはるかに大きい. 
3. アジアの域内輸出増加と域外先進国向け輸出増加 対アメリカ及び2 (
対 EU)の輸出総額 と経済成長率への貢献- 中国,日本,NIEsと 
ASEANの場合 
2001年以降も東アジアの国々の対中輸出増加は続き,日本,NIEs及び 
ASEANの増加率は,いずれも年率 20%を超えている.特に NIEsの経済成
長への貢献が大きく,プラス 1.%ポイントである･今後ともアジア諸国の7
持続的成長が可能か,その鍵を握るのは,坤 国の輸入動向である'●と言っ
ても過言ではない.
国表-4が示すように,中国の対米貿易は大幅な輸出超過である･また図
表-5は,1999年以降の日本を除くアジア 8ヶ国の域内貿易の三ケ月移動
平均の変動がこれら 8ヶ国の対アメリカ輸出,対 EU輸出･対日本輸出の
三ケ月移動平均の変動ときわめて類似した動きを示している･このような域
内貿易の動きと対先進国輸出の動きの類似性は,中国をはじめとするアジア
- -
- -
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E) - 7 アジア域内輸出増加率及び域外先進国への輸出増加率の棉輸出2秦 
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諸国の域内貿易が最終的にはアメリカ,EU,日本という先進国に向けて輸
出されているためである.つまりアジア諸国の域内貿易拡大を主柱とする輸
出主導による経済成長は,同時に域外の対先進国輸出ともに密接に結びつい
ているのである.次により詳細に束アジアの国々の域内輸出と先進国への輸
出が,それぞれ国の輸出主導による経済成長にどれだけ貢献したかを見てみ
よう.
EEs図表-7は東アジアの国々一中国, E]本,NI ,ASAN-の (1)対アジア
域内輸出,(2)対アメリカ合衆国 (3)対 EUの三地域への輸出増加の総輸出増
加への貢献度と経済成長 )PDG( -の貢献度を示している.これらの貢献
89
002
度の推移をみると,各地域での輸出増加と経済成長との関係は 1 6年から 
3年の間にかなり変化 していることがわかる. 
991
8
9
9
9
1 6年から 200
-1 5年),第Ⅲ期 (
3年までを第 Ⅰ期 (
006年-2000年),第Ⅳ期 (2001年-2 3年)に分
891( 6年- 991 0年),第Ⅲ期 1991年 
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けると,第 Ⅰ期と第Ⅱ期の対アジア域内輸出額はいずれの国も年率二桁の増
加を示し,まさにアジア域内貿易の興隆期といえる.しかし対アメリカ輸出
についてはすでに第Ⅲ期になると,第 Ⅰ期は 6.%の増加率であった日本が8
6.0O E .%- ENが1/に減速したほか,NIsも90 と増加率が下がる.代って ASA
第 Ⅰ期の 170 790/へと対アメ1.%増から第n期には 1.O )カ輸出を少し増やし
た.この間に中国からの輸出増加率は,第 Ⅰ期の 180 8.%から第 [期には 3. 
9%へと倍増する.
この期間のアジアの対 EU輸出の動向は,おおむね対アメリカ輸出の場合
と同じようであった.日本の対 EU輸出は第 Ⅰ期にも213.%増とその他の地
域への輸出増加の遜色のない高い伸びを示している.しかし第Ⅱ期になると,
日本の対 EU輸出増加率は 40.%へと低下する.この期間中に対 EU輸出が,
持続的な拡大を示した国は中国だけであった.
アジア通貨危機による域内需要の減退の影響を受けた第Ⅳ期のアジア各地
.%増 を除き日本が 2 E %,域の域内輸出は,中国の 103 .0%,NIsが 5.3
AS .%といずれも一桁の増加に止まった.また対アメリカ輸出やEANが 76
対 EU輸出も景気後退のグローバル化を反映し,第Ⅲ期よりも減速した.
第Ⅳ期になるとアジア各地域の城内輸出は第m期に比べて少しは回復する
ちのの,プラス 15.1%と二桁増を維持したのは中国だけであった.さらに
対アメリカ及び対 EU輸出増加率は日本,NIEs及び ASEANのいずれもが,
対前年比はマイナスであった.今後とも東アジア諸国が,これまでのような
輸出主導による経済成長を持続するには域内貿易の拡大と共に対先進国市場
へのアクセスが大切である. 
4.東アジア地域内貿易の構造変化と政策課藍 
4.1 日本,中国,NIEs,及び ASEANの比較優位と産業内貿易
これまでの多くの研究は5〕,1985年以降の東アジア地域内貿易の拡大を通
じての高度成長を 特`別な政策の介入なしの比較優位に則した生産の分担が,■
分業の利益という収穫をもたらした."と指摘している.
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っまり日本や NIEsは資本集約的で技術水準の高い部品の生産をおこない,
次の工程である組立て生産のためには,労働が相対的に豊富なASEANや中
国にそれらの部品を輸出した.その後の完成品については,大半を東アジア
域内,或いは域外先進国に輸出した.
既に指摘 したように,図表- 7の 1985年か ら 1990年までの NIEs, 
ASEAN, E]本などの域内貿易増加率が対アメリカ,対 EUの輸出増加率を
上回っているのは,域内での部品と組み立て生産の工程間分業が盛んに行な
われた事を示唆 している.その一方で,1990年から 1995年の NIEsと 
ASEANの二桁を超える高い村中輸出増加率が,輸出主導によるこれらの国
の高成長を可能にした. 
2001年以降も,東アジア域内貿易は高い対中輸出増加率によって拡大を
続けている.しかしその一方で,日本,NIEs及び ASEANの対アメリカ輸
出及び対 EU輸出はいずれもマイナスに転じている.東アジアの域外-の輸
出増加のプロセスには,中国や ASEANの中間部品の域内からの輸入と加
工 ･組み立て後の輸出が大きな役割を果たした.従って今後の東アジア域内,
または域外-の輸出の変化を予測するためには,域内各国の比較優位や分業
パターンの変化を知る事が大切である.
･顕在化した比較優位"の変化を予測する手がかりになるのは Revealed 
co aaieAdatg RC 95年,19mprtv vnae ( A)分析である･参考資料 3では 18 95
午,2001年の各年について,アジア諸国の 60品目の RCA指数 6Jを計測し
ている.そこで本稿では,この RCA指数分析をもちいて,2000年以降も依
然として域外輸出がプラスの中国を中心に,今後の NIEs,ASEANの比較優
位の変化が域内貿易にどのような影響を与えるかについて考える･
例えば中国が組み立てのための部品生産 (componentsproduction)に比較
優位を持つようになり,国内での部品生産が可能になれば,域内国からの輸
入は次第に減るかもしれない.つまり域内貿易の拡大や縮小は,域内各国の
比較優位の変化を反映する.次に図表-8の RCA分析から東アジアの国々
の 1985年.1995年,2001年の 60貿易品目のうちに占める,部品の生産用
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図表- 8 東アジア諸国の RCA指数が 1以上の商品が60貿易品目の中で占
める比率(%)(1985年, 1995年,2001年) 
Ⅰ 部品の生産 Ⅱ 組み立て生産
(Cmponents) しAssembly) 
中国 1 6.7 1 7ー1 2
香港 18.3 2.3 
.0 
3 2
1インドネシア 0.0 5
藍 ≡ 436.73 51.383 1
マレーンア 8.3 1.05 1
,3 2シンガポール 20.0 23
台湾 20.0 3.71 2
195 l68年 Tm 2001年
0.0 中国 41.7 55.0 53.3
3.3
0.0 インドネシア 65.0 55.0 63.3
日本 3.3 8.3 21.7
655.70 韓国 25.0 41.7 33.3
8.3 マレーシア 53.31 45.0 43ー3
フィリピン 38.3 50.0 31ー7
0.0 シンガポール 36_7 40.0 38ー3
8.3 台湾 13_3 35.0 31.7
タイ 33.3 55.0 58.3 
(注 1〕サンプル敬は 60品目
 
(注2)各国の部品生産の RCA指数については当該国の輸出額,組み立て生産の指数につい

ては当該国輸入額をもちいた.
 
(注 3)RevealedComparativeAdvantage(RAC)指数の算出と考え方 ;
 
1.RC =〔Lj 〕 〔w/X 〕AP jl/Ⅹj-xJ w ×100

部品生産の場合 (Ⅹ■輸出 i二回 j:商品 W :世界)
 
2.RC -mi/Mj 〔 j ×100Aa〔 j 〕-mw /Mw〕
 
組立生産の場合 (m :輸入 J'国 j:商品 W:世界)
 
3.RCA指数の考え方 
1回が j財に比較優位をもつ理由には,労働や資本が相対的に豊富であるとか優れた技術を
持っているとかさまざまな理由が考えられる.そこで,いま i国の j財についての輸出(輸
入)比率が世界 (W)の j財についての輸出(輸入)比率を上回り,1式 .或いは 2式 .の RCA
蒋数が 1を超えるとき, i国の j財についての比較優位が傾 在化一したためと仮定する.
表-8の吉相lJ例から具体的に各回の~比較優位"とその変化の考え方を説明すると,まず国別
の部品生産或いは組み立て生産に比較偉位を持つかをみるために各国の SITC4桁分類の商
品群の RCA指数を求める.次に当該指数が 1を超える商品群の輸出或いは輸入が当該国の 
60品目の輸出 ･輸入に占めるシェアー(%Jを求め, 顕`在化'した】比較庫位'を示すと考える.
たとえば,1995年に束アジアで最も資本が相対的に豊富かつ優れた技術を持つ日本は,RCA
指数が 1を超える輸出 (比較優位の財)は 60品目のなかで,部品の生産をおこなう品目の場合 
56/を超える. LかL組み立て生産に投入される労働は豊富とは言えないので.同じ年に0O
RCA指数が lを超える品目の輸入(比較卿立の財)は 60品目のなかで組み立て生産のための
品目の 8.3%に過ぎなかった.
出所 参考資料 3 Table 19.1 
(cmpnrtrdcin roo ( e l pr-o oelpouto)の比重 /)と組み立て生産用 assmbyoea
tin (鶴)をみてみよう.o)の比重 
図表- 8を見ると東アジア諸国の中で部品の生産について,2001年に最
も RCA指数が 1を超える.つまり顕在化された比較優位をもつ商品が多
かったのは日本で, 56.7%である.しかしアジア域内で最も賃金の高い日本
では組み立て生産はもはや行なわれず, RCA指数が 1を超える商品は僅か 
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に 20%程度である.2001年に東アジア域内で組み立て生産の RCA指数が 
1を超える商品の比率が高かったのは,インドネシアが 63%,タイが 58% ,
マレーシアが 433%であった..
図表- 8の中で, 1985年から2001年の間に RCA指数の変化が最も顕著
な国は中国である.1985年に中国は部品生産について RCA指数が 1を超え,
っまり比較優位がある商品は,わずかに 60品日中の 7%以下であった･し
かし2001年になると20%について比較優位をもつようになる･このような 
2001年の部品生産についての中国の RCA指数の水準は, NIEsの RCA指数
に匹敵する.ちなみに 2001年の RCA指数はシンガポールが 20%,香港が 
23%,台湾が 28%,韓国が 15%であった.
中国のいまひとつの特徴は, NIEsの国々がいずれも国内での賃金上昇に
ょり,2001年に RCA指数が 1を超える品目の比重は,組み立て生産につい
ては 30%台に止まっているのに,中国の場合は 1985年の 41%から53%へ
と更に上昇している事である.つまり中国は組み立て生産での比較優位を保
ちながら部品生産での比較優位をもつ品目の比重も増えている･
今後の東アジアの域内及び域外貿易の動向を予測するのに,各国の産業内
貿易の動向も有力な手がかりとなる.ベネルックス関税同盟や EEC といっ
たヨーロッパ地域統合で域内の関税 .非関税障壁が引き下げられたのを契機
に,同一産業分類内での製品が輸出されると同時に輸入される産業内貿易の
拡大は,経済成長の牽引車となった.当時の日本貿易の特徴は資源輸入額が
断然大きく,これと表裏一体の製品輸入の少なさは市場閉鎖性のあらわれで
# あると非難された7).
貧､苦& しかし当時の日本についても,筆者の計測結果によると8)対 NIEsの産業
翠
内貿易指数は 1970年から1980年にかけて特に繊維,電気横械 精密機械
義 の三産業で顕著な上昇を示している.1970年代後半から本格化した日本企
業のアジアへの進出とM Es諸国の工業化などが,日本の産業内貿易指数を
上昇させたのであった.
今後,東アジアの国々が,部品の生産と組み立て生産にそれぞれの比較優
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図表-9 東アジア諸国の対域内,対日本,対 NARA,対 EU
の産業内貿易 
(製造業全体) 
1. 対域内産業内貿易 (各国別) 
1985年 1995年 2001年
中国 0.322 0.287 0.365
香括 o.422 0.359 0_326
インドネシア 0.223 0.397`  0.509●
韓国 0.271 0.393● 0.498●
マレーシア 0.588 0.693' 0.738'
フィリピン 0.379 0.418 0.484`
シンガポール 0.638 0.728 0.746●
台湾 0.2T3 0_411' 0.519'
タイ 0.473 0.645● 0.692■ 
2. 域内平均 0.26 0.329 0.3R4. 
3. 対日本産業内貿易 0.199l 0.344' 0.462' 
4. 対 N八FT八産業内貿易 0.275■ 0.374 0.337
し注 1)*印は 1985年から当年まで ⅠIT指数が 0.100以上の上昇の場合 
(注 2)参考資料 3 Table15 
(注 3)産業内貿易の考え方と算出法
産業内貿易 (Intra-hdustryTrade)は同一産業の製品を輸出も輸入も
行う取引である.従って指数 HTは, 
IIT 1 【 Xik Mlkr Xlk+Mij日- -∑∑∑r J- j ÷L j k
と定義し,Ⅹ-Mつまり輸出と輔人が等しいと ⅠITは 1となり,輸入
を行なわないとIITは 0である.つまりIIT指数は 1と0との閥の値
をとる｡ 
Xi｣ 産業のj匡l Mlkは1 )kはi の k国向け輸札 j 産業の j回の k国から 
の輸入をあらわす.
位を活かした製品輸出の拡大によって経済成長を主導できるかは,所得水準
の向上に伴う噂好の多様化を活かす産業内貿易を行なうことができるかにか
かっている.この点について図表- 9で 1985年,1995年.2001年の東ア
ジア諸国 (日本を除く)の産業内貿易が,域内貿易,対日本,対 NAFTA.
対 EUのそれぞれで進行しているかの現状を評価してみよう9).
まず東アジア諸国の対域内貿易についてみると,図表- 9の中国と香港を
除くすべての国で 1985年から2001年までの産業内貿易指数の上昇は 0.100
を超えているI' また同じ期間に韓国,台湾,及びタイの産業内貿易指数U .
は 0･200を超えて上昇した･つまり東アジアの NTEs,ASEANの域内分業は,
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先進国型の同じ産業の製品を相互に取引する産業内分業へと変化しながら拡
大を遂げてきたのである.
同じ期間の域外諸国との産業内貿易指数の変化をみると,対日本と対 EU
ではO,100以上の上昇であり,アジア諸国と先進国との産業内貿易も拡大し
ている.アメリカ合衆国を含む対 NAFTAの産業内貿易指数は 1985年に 0. 
27,200年に 033 .05 1 .7で, *印の 010以上の基準を超えない.
産業内貿易の拡大はもともと関税同盟など地域内の貿易自由化との関連で
注目された.従って NIEsや ASEANの国々が EUとも産業内貿易を拡大さ
せている図表-9の結果は,今後の WTOや地域間の自由化論議を考える際
の大切なポイントである.即ち NIEsや ASEANとEUの自由化は産業内貿
易による相互貿易拡大の可能性を示唆する. 
4.2 束アジア諸国の域外先進国との貿易摩擦と政策課題
本稿のこれまでの分析は.1985年からの束アジア諸国が "比較優位叩に
別して域内生産を分担した域内貿易の拡大と,域外先進国向け輸出の伸長を
両輪に高い経済成長を遂げてきたことを示している.
今後の束アジア諸国の政策課題の第一は,域内貿易については急速に技術
水準の高い部品の生産について比較優位が顕在化する一方で,依然として労
働力が豊富で組み立て生産にも比較優位を保つ中国との住み分けの問題であ
る.既に棺桶したように中国の域内貿易は他の東アジアの国々よりも,同一
産業の製品を相互に取引する産業内貿易の比重が小さい.高度成長による所
得水準の向上に伴い中国でも消費の多様化が進み,高級品からより一般的な
商品までの広範な需要誘発が起きることが予想される.その一部が輸入品の
購入に向けられれば,産業内貿易による輸入拡大につながる.
また対先進国との貿易摩擦との関連で論じられることの多い人民元の切り
上げ問題ではある.しかし通貨の切り上げは,ベトナム,ラオス,カンボジ
アといった域内のより賃金の低い国々-の生産拠点の移転を促す.アジア域
内市場への新規参入企業の増加は,地域全体の成長率上昇に寄与する.
7才
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国表-10 日本と中国のt貿易依存度と(2懐外直接投資依存度 
(1
l)最後に中国の域外先進国との貿易摩擦で特に注目を集めている産業は繊維
986年,2003年)
及び衣料の分野である.その理由としては,まず中国が絹やカシミヤなど素 〕貿易依存度
材供給基盤から加工のための生産設備の整備まで,アメリカや EUに対し圧 Ⅰ.アメリカの 対日輸入 (10億 ドル) 村中輸入 (10億 ドル) 
倒的な競争力を持つ事が挙げられる.加えてウルグアイ･ラウンドの折に,
これまで多国間繊維協定 ( A
対中輸出 (10億 ドル)
MF)のもとで認めてきた繊維と衣料分野の輸
出自主規制や輸入数量制限枠を漸次縮小 して, 2005年には MFAを廃止 
D.7メリカの 対日輸出(10偉 いレ)
〔1
)すること決めた.しかし2005年上旬にはアメリカが緊急輸入tuh eo
制限を発動したり,欧州委員会が中国に対し輸出自粛措置を要請したりと. 帆.アメリカの 対 日輸入 /輸出比率 村中輸入/輸出比率
繊維の分野でこれに逆行するケースが増えている1).中国とアメリカとの
as(p
貿易摩擦が更に半導体やカラー TVの分野にも広がりをみせていることは, 
0/a
′GDP比 (%)
中国輸出の世界輸出に占めるシェア-() 
中国の輪入 +輸出日本の輸入 +輸出 ′GDP比 (%)
WTO体制による自由化の根幹を揺るがす.

ハウフバウア-とウァン論文 (参考資料 4)の分析によると,衣料の分野

でのアメリカと中国の賃金格差は一時間当たりアメリカが $97.0に対し中国
11倍の賃金格差を 11倍の労働生産性格差で相
0/o
(2
日本輸出の世界積出に占めるシェア-( 〕 
E]
1海外直接投資依存度 
本の海外直接投資流入果樹削10億ドル)中国の海外直接投資流入累積額〔 
8である.このような
殺するのは無理であり,当分の間は中国の優位性は続くことが予想される.
が S08.
その間の政策課題として, 1)衣料生産における差別化 ;具体的には高級素 10
GD
億ドル) 
)中国の海外直接投資流入額 /P比(%)
材を用いたファッション製品の生産 2)流通過程の合理化 ;eコマースの
利用など 3)衣料の生産から販売までの一体化 ;S
などの多国籍企業がブランド生産で成功している1. 
ar
2)
aLee k,Nie I eysn)i,
/00GDE]本の海外直接投資流人臥′ P比( 
出所 参考資料 4.Table15
放"を阻むものとして特に問題視された･
ヽ *> ･ 
15.結びに代えて 日米貿易摩擦と未申貿易摩擦の相違 
1957年の繊維分野での対米輸出自主規制は,その後 30年にわたる日米貿
易摩擦の幕開けであった.対象分野は鉄鋼,カラー TV,工作機械,半導体, そこで図表- 10で中国の対米摩擦を 2003年の中国の 満 場の開放度"を･
自動車へと広がり,そのたびに二国間やガットでの多国間協議を通じて個別 日本の対米摩擦が激化した 1986年当時の日本の場合と比較してみる･その
の政策的な対応がおこなわれた.しかし1980年代になると,アメリカ側か 1)際に輸入市場における開放度の指標として( 貿易依存度を･海外企業の市
らは日本の "市場の閉鎖性"そのものが問題視されるようになる.具体的に 場参入は政府規制の緩和圧力となるので,その他の市場開放度の指標として 
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